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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、設備投資や雇用回復等の下支えがあるものの、円高が進行し

たことによる企業収益の押し下げ圧力から国内景気の停滞感が強まってきたところに、英国のEU離脱問題等の影響

も重なり、不透明な情勢となっております。

 この間、建設業界におきましては、公共投資の減少傾向や民間設備投資の足踏み状況等慎重な姿勢が見られ、ま

た、依然として受注競争の激化とともに資材費、労務費の高騰により厳しい状況となりました。

 かかる中、当社グループは、中期経営計画（2014年度～2016年度）に基づいて、具体的な施策①「選択と集中に

よる安定した収益力の確保」、②「技術力の向上と技術の継承」、③「防災・減災工事、維持・修繕工事への取組

強化」を全社を挙げて取り組み、業績の進展に努めているところであります。 

 この最終年度にあたる当期の第１四半期連結累計期間の業績としては、都市部に比べ他地域の受注・施工動向に

若干の鈍さが見られ、売上高41億71百万円（前年同四半期比9億22百万円の減）、営業損失1億82百万円（前年同四

半期は3億3百万円の利益）、経常損失3億37百万円（前年同四半期は3億70百万円の利益）、親会社株主に帰属する

四半期純損失3億3百万円（前年同四半期は2億3百万円の利益）となりました。

 なお、当社グループとしては、業績の管理については年度後半の業績を主眼としております。

 

（２）財政状態に関する説明

（資産）

 当第1四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末に比べて15億64百万円減少し、292億98百万円

となりました。その主な要因といたしまして、有価証券および未成工事支出金が増加しましたが、現金預金、受取

手形・完成工事未収入金等が減少したこと等によります。

（負債）

 負債の残高は、前連結会計年度末に比べて10億2百万円減少し、56億70百万円となりました。その主な要因とい

たしまして、支払手形・工事未払金等が減少したこと等によります。

（純資産）

 純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて5億61百万円減少し、236億28百万円となりました。その主な要因と

いたしまして、利益剰余金の減少等によるものであります。

 この結果、当第1四半期連結会計期間末の自己資本比率は80.6％となり、前連結会計年度末と比べて2.2ポイント

の上昇となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 現時点においては、平成28年5月13日に公表いたしました第２四半期（累計）、通期の業績予想に変更はありま

せん。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

 (平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当第1四半期連結会計期間に適用し、平成28年4月1日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 この変更による当第1四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（４）追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第1

四半期連結会計期間から適用しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 6,873,838 6,650,054 

受取手形・完成工事未収入金等 9,020,028 6,750,188 

有価証券 972,206 1,129,175 

未成工事支出金 628,101 1,994,867 

材料貯蔵品 62,289 60,980 

その他 450,494 454,826 

貸倒引当金 △19,700 △16,000 

流動資産合計 17,987,258 17,024,092 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 2,564,377 2,549,259 

土地 3,096,537 3,096,537 

建設仮勘定 127,528 178,086 

その他（純額） 2,450,078 2,332,709 

有形固定資産合計 8,238,522 8,156,592 

無形固定資産    

のれん 43,352 32,514 

その他 90,742 84,209 

無形固定資産合計 134,095 116,724 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,958,845 3,454,147 

その他 546,814 549,475 

貸倒引当金 △2,281 △2,281 

投資その他の資産合計 4,503,379 4,001,342 

固定資産合計 12,875,996 12,274,658 

資産合計 30,863,255 29,298,751 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 3,919,986 3,380,303 

未払法人税等 298,077 19,753 

未成工事受入金 357,545 583,591 

完成工事補償引当金 2,000 11,000 

賞与引当金 393,200 45,100 

工事損失引当金 80,560 154,622 

その他 784,776 725,271 

流動負債合計 5,836,146 4,919,642 

固定負債    

退職給付に係る負債 172,893 164,005 

その他 664,070 586,952 

固定負債合計 836,963 750,958 

負債合計 6,673,109 5,670,601 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,907,978 5,907,978 

資本剰余金 5,512,143 5,512,143 

利益剰余金 14,068,113 13,538,365 

自己株式 △1,049,611 △1,049,665 

株主資本合計 24,438,624 23,908,822 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 390,630 320,013 

土地再評価差額金 △731,270 △731,270 

為替換算調整勘定 39,031 79,087 

退職給付に係る調整累計額 53,129 51,496 

その他の包括利益累計額合計 △248,478 △280,672 

純資産合計 24,190,145 23,628,150 

負債純資産合計 30,863,255 29,298,751 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高    

完成工事高 5,093,637 4,171,325 

売上原価    

完成工事原価 4,248,390 3,750,945 

売上総利益    

完成工事総利益 845,246 420,379 

販売費及び一般管理費 541,955 602,427 

営業利益又は営業損失（△） 303,291 △182,047 

営業外収益    

受取利息 13,457 7,665 

受取配当金 22,941 23,978 

為替差益 22,320 － 

その他 13,704 9,567 

営業外収益合計 72,423 41,211 

営業外費用    

為替差損 － 192,388 

その他 5,555 3,999 

営業外費用合計 5,555 196,388 

経常利益又は経常損失（△） 370,160 △337,224 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 2,000 

特別利益合計 － 2,000 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
370,160 △335,224 

法人税、住民税及び事業税 70,761 9,989 

法人税等調整額 95,911 △41,518 

法人税等合計 166,673 △31,528 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 203,486 △303,695 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
203,486 △303,695 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 203,486 △303,695 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 21,861 △70,616 

為替換算調整勘定 △30,170 40,055 

退職給付に係る調整額 △3,513 △1,632 

その他の包括利益合計 △11,822 △32,193 

四半期包括利益 191,664 △335,889 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 191,664 △335,889 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

４．補足情報

生産、受注及び販売の状況

工種別受注高                                   (単位：百万円）

 

     区 分 

 

 

前第１四半期連結累計期間

(平成27年４月１日から 

平成27年６月30日まで)

当第１四半期連結累計期間

(平成28年４月１日から 

平成28年６月30日まで)

   比較増減  

金 額 構成比(%) 金 額 構成比(%) 金 額 増減率(%)  

法 面 保 護 工 事 1,120 19.7 689 10.6 △431 △38.5  

ダ ム 基 礎 工 事 33 0.6 385 5.9 352 1,063.2  

ア ン カ ー 工 事 590 10.4 538 8.3 △52 △8.8  

重  機  工  事 1,665 29.2 1,083 16.6 △581 △34.9  

注  入  工  事 1,323 23.2 790 12.1 △532 △40.3  

維 持 修 繕 工 事 57 1.0 90 1.4 32 55.9  

環 境 保 全 工 事 110 1.9 155 2.4 45 41.2  

そ の 他 土 木 工 事 598 10.5 2,311 35.4 1,713 286.4  

建設コンサル・地質調査 196 3.5 478 7.3 282 143.7  

 合   計 5,696 100.0 6,524 100.0 828 14.5  
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